
 

 

   令和７年国勢調査鹿児島市コールセンター業務委託 仕様書 

 

１ 業務委託名 

令和７年国勢調査鹿児島市コールセンター業務委託 

 

２ 履行期間 

契約締結の日から令和７年１０月３１日まで 

（コールセンター開設期間は令和７年９月８日から令和７年１０月３１日まで） 

 

３ 履行場所 

鹿児島市役所東別館１１階１１０１会議室 面積 約８７㎡（約１３ｍ×約６．７ｍ） 

 

４ 業務概要   

令和７年国勢調査における調査対象者、調査員及び指導員からの電話問い合わせへの対応等に

関する業務を行う。 

 

５ 想定対象数及び入電・架電件数 

  調査対象世帯数：約２９０，０００世帯（約５９０，０００人） 

  調査員数：約３，０００人 

  指導員数：約５２０人 

  入電件数：約９，０００件 

  架電件数：約３，５００件 

 

６ 業務内容 

(1) 調査対象世帯、調査員及び指導員からの問い合わせ等への電話対応 

（代表的な問い合わせ内容） 

① 調査対象世帯からの回答方法や調査全般について 

② 調査対象世帯からの調査票の配布・回収について 

③ 調査対象世帯からの調査票の記入方法について 

④ 調査対象世帯からの訪問希望日等について 

⑤ 調査対象世帯からの苦情・要望等について 

⑥ 調査員及び指導員からの調査用品不足や調査方法等について 

(2) 調査対象世帯、調査員及び指導員への問い合わせ等に関する電話連絡等 

  （代表的な電話連絡内容） 

① 調査世帯からの問い合わせ等に関する調査員への連絡 

② 訪問日や調査票回収希望日等の調査員への連絡 

③ 調査用品不足に関する調査員及び指導員への連絡 

④ 調査員及び指導員から調査用品不足の連絡があった場合は、不足用品の種類及び数量を 

聞き取り、市へ報告する。 

⑤ 問い合わせ件数の集計及び対応困難な事案の内容記録・報告 



 

 

(3) 業務期間 

令和７年９月８日（月）から令和７年１０月３１日（金）まで 

（土曜日、日曜日及び休日を含む。） 

(4) 受付時間 

    平日：午前８時３０分から午後８時００分まで 

   土曜日、日曜日及び休日：午前９時００分から午後６時００分まで 

(5) 業務場所 

   鹿児島市役所東別館１１階１１０１会議室 

(6) 人員配置 

受注者は履行に当たっては、コールセンターにオペレーター等（以下「従事者」という。） 

を配置し、業務に従事させなければならない。 

   なお、下記①から③の席数を基本とするが、業務の繁閑を考慮し、適切な人員配置をするこ 

と。（最大１５席） 

   ※９月２０日から１０月８日までは繁忙期間であり、この期間については、その他の期間 

の倍を超える電話回線数が必要となる見込み。 

①  ９月 ８日（月）から ９月１９日（金）   ８席（左記期間中の延べ席数： ９６席） 

②  ９月２０日（土）から１０月 ８日（水） １５席（左記期間中の延べ席数：２８５席） 

  ③ １０月 ９日（木）から１０月３１日（金）  ８席（左記期間中の延べ席数：１８４席） 

  ※ 上記席数には、業務遂行責任者を含む 

  ※ 開設期間内の延べ席数を５６５席とする。コールセンターの対応状況に応じて、市と受注

者が協議のうえ、延べ席数の範囲内で席数の配分を変更できるものとする。 

(7) 業務に必要な機器の設置等 

  ① 上記業務履行に必要な次に掲げる経費はすべて、受注者の負担とする。 

   ア．事務用消耗品（筆記具等） 

イ．備品（ロッカー、パソコン及びその他必要な周辺機器等）の設置・撤去及び維持管理に 

係る費用 

ウ．無線ＬＡＮ機器（ルーター）等の設置・撤去及び維持管理に係る費用 

※ 指導員及び調査員情報を市で構築したノーコードツール（kintone）で管理し、イン

ターネット接続し利用（担当指導員、担当調査員及び連絡先の検索）するため。 

※ 履行場所にインターネット用回線はありません。 

   エ．各パソコンへのグローバルＩＰ（固定ＩＰ）の設定費用及び利用料 

    ※ ノーコードツール（kintone）を利用するため、各パソコンに設定する必要あり。 

 ② 上記①に係らず、次に掲げる経費は市で負担する。 

   ア．長机、椅子 

   イ．鹿児島市役所内での業務における光熱水費 

   ウ．物品等の貸与：電話回線（一般電話のアナログ回線）、電話機、時間外応答装置 

   エ．料金等の負担：電話回線使用料（基本料金、通話料）、電話回線の設置及び撤去費用、

ノーコードツール（kintone）に係る費用 

 

７ 業務マニュアル 



 

 

(1) 受注者は、市と協議のうえＦＡＱ及び業務マニュアルを作成すること。また、新たな問い合

わせ等に対しては市と協議し、随時更新を行い、更新の都度、市に提出すること。 

  なお、業務マニュアル作成に必要な資料及び調査員及び指導員に配付する「調査の手引」に

ついては、市で準備する。 

(2) 受注者は、業務マニュアルに従って、業務を行わなければならない。 

(3) 受注者は、次の場合、市の承認を受けなければならない。 

① 業務マニュアルを履行場所以外に持ち出すとき。 

② 業務マニュアルを本業務以外の業務で使用するとき。 

(4) 受注者は、履行期間終了後、業務マニュアルを市に引き渡すこと。 

 

８ 業務遂行体制 

(1) 業務遂行責任者の配置 

① 業務のスケジュール調整、作業調整、事故・トラブルの解決、市への最終報告などを行う、

当該契約業務の業務遂行責任者を常時配置すること。 

② 業務遂行責任者は、電話対応のレベル確認等の管理を行い、市に対して下記(3)にある日

次・週次報告及び下記(5)にある事故発生時の速やかな報告を行うこと。 

③ 責任者が休暇等で不在になる場合は、代理の者を選任しなければならない。 

(2) 業務スケジュール等の調整 

① 全作業工程にわたる作業スケジュール管理表を策定し、市へ提出すること。 

② 市は、業務遂行に支障があると判断した場合は、作業スケジュール表の変更を指示するこ 

とができる。 

③ 業務処理作業のスケジュールに遅延等が発生した場合は、原因を調査した報告書を作成の

うえ、市と協議して、作業時間の延長、作業員の増員等の対応を行うこと。なお、これらに

係る経費増がある場合、その費用は受注者の負担とする。 

⑤ 緊急を要する場合は、直ちに市と協議を行うこと。その際、協議内容のメモを速やかに提

出し、後日報告書を作成、提出すること。 

(3) 日次・週次報告 

① 前日及び週次の作業件数等をとりまとめ、日次及び週次の報告書を市へ提出すること。 

② 報告内容の詳細については、別途、市と受注者で協議するものとする。 

(4) 最終報告 

① 委託業務終了時に、作業件数等の報告書を市へ紙及びデータで提出すること。 

② 報告内容の詳細については、事前に提出物の様式を提出したうえで、別途、市と受注者で

協議するものとする。 

(5) 事故報告 

① 個人情報保護に関わる事故等が発生した場合は、直ちに市へ全て報告し、対応策を協議す

ること。 

② その他、進捗管理で発生した社会通念上必要と思われる事件・事故については、報告書を

提出すること。 

(6) 従事者の研修 

① 受注者は、業務を円滑に行うため、従事者に対して、次の各号に留意した事前研修を十分



 

 

に行い、履行時には、業務に支障を生じさせてはならない。 

ア．関係法令等業務に必要な知識を習得させること。 

イ．業務の重要性を理解させること。 

ウ．守秘義務及び個人情報保護について理解させること。 

エ．電話対応能力を向上させること。 

オ．業務マニュアル等を理解し修得させること。 

② 受注者は、履行開始後においても、前項各号に留意した研修を行い、常に従事者の資質向

上に努めなければならない。 

(7) 名簿の提出と名札の着用 

① 受注者は、市に対し、業務遂行責任者及び従事者の名簿を提出すること。また、従事者に

変更が生じる場合には、市に対して、書面により通知しなければならない。 

② 従事者には、常に写真、氏名等のついた名札を胸等の見えやすい位置に着用させること。 

 

９ 秘密の保持 

(1) 受注者は、この業務の遂行にあたっては、個人情報の保護に関する法律、他法令等を遵守す

るとともに、善良な管理者としての注意を払う義務を有し、業務を行ううえで知り得たことに

ついては、契約期間中及び契約期間終了後においても、いかなる理由があっても他人に漏えい

してはならない。 

(2) 受注者は、前項の義務の履行を担保するために、従事者全員から秘密保持に関する誓約書を

徴取し、その写しを市に提出しなければならない。 

(3) 受注者は、「秘密情報等取扱特記事項」を遵守し、従事者に対して定期的に秘密の保持につ

いての教育を行わなければならない。 

(4) 受注者は、この業務の履行に関する秘密の保持について、退職した従事者に対しても責任を

負う。 

(5) 個人情報以外の行政情報についても、個人情報に準じた取扱いを行うものとする。 

 

１０ 労働環境の確認 

 (1) 受注者は、本業務の履行に従事する者及び従事した者に係る労働環境に関し、市指定の「労

働環境に係る調査票」を記入し、本契約締結後及び履行完了後速やかに提出するものとする。 

 (2) 市は、「労働環境に係る調査票」の内容に疑義が生じたときは、受注者の事業所等において、

関係書類の確認、本業務の履行に従事する者及び従事した者からの聞き取り調査等を行うこと

ができる。 

 (3) 市は、上記(2)の結果、受注者の本業務の履行に従事する者及び従事した者の労働環境が不

適切であると認められる場合は、受注者に対し改善を指示するものとし、受注者は、当該指示

により行った改善の内容を記載した報告書を市へ提出するものとする。 

 

１１ その他 

この仕様書に定めのない事項について疑義が生じた場合は、市と協議して決定すること。 

 


